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１．設置の趣旨及び必要性 

（１）学校法人及び大学の人材育成の目的・目標 

１）建学の精神と教育理念 

学校法人八戸工業大学の建学の精神は「正己以格物」である。これは、物の道理をよ

く見極め、広く知識を求め、社会における自己の役割を認識し、高い倫理性をもって行

動することを意味している。また、八戸工業大学の教育理念（基本理念）は「良き技術

は、良き人格から生まれる」であり、高度な専門技術とともに豊かな人間性と総合的な

判断力をもつ技術者を育成することである。 

 

２）大学の目的及びディプロマ・ポリシー 

本学の教育理念及び目的は、学則第１章第１条に次のように明記されている。 

「本学は、「良き技術は、良き人格から生まれる」を教育理念とし、学術の中心とし

て、広く知識を授けるとともに、深く専門の学術を教授研究し、知的、道徳的及び応用

的能力を展開させ、あわせて人類の幸福を希求する科学技術の振興と文化の創造並びに

地域社会の発展に寄与することを目的とする。」 

また、全学のディプロマ・ポリシーを以下のように定めている。 

八戸工業大学は、「良き技術は、良き人格から生まれる」という教育理念を掲げてい

ます。これは、「良き職業人となるためには、高度な専門知識や技術とともに豊かな人

間性と総合的な判断力をもつ」ことが必要であることを意味しています。本学は、建学

以来の教育理念と今日の社会情勢を踏まえた教育目標に基づく所定の教育課程を修め、

以下の資質・能力が身についた学生に学士の学位を授与します。 

 

(1) 教養に裏付けられた豊かな人間性と総合的な判断力 

(2) 社会の変化に対応できる柔軟性と継続的学修への意欲 

(3) 専門分野の知識・技能と実践的な応用展開力 

(4) 地域社会への関心をもち、そこでの課題をグローバルな視野で解決に向かって

行動できる力 

 

（２）先進工学部設置の必要性 

１）設置の背景 

本学は1972年に、地域の産業界において指導的役割を担う高度な技術者を養成する

ことを目的に工学部を設置して開学した。以来、工業技術の発展と地域からの強い要請

を受けて学科を増設し、現在は機械工学科、電気電子工学科、システム情報工学科、生

命環境科学科、土木建築工学科の５学科が開設されている。また、日本技術者教育認定
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機構（JABEE）の受審（2002年度～）や日本高等教育評価機構（JIHEE）による機関

別認証評価（2006年度～）、さらに2014年度には文部科学省の「大学教育再生加速プ

ログラム（テーマⅡ：学修成果の可視化）」に採択される等、大学の自己点検・教育改

善活動にも積極的に取り組んできた。近年では、Society 5.0に象徴される高度情報通

信社会の到来やSDGs（持続可能な開発目標）の提唱により、科学技術分野には国境や人

種を超えた人類全体の豊かさを牽引する役割が求められている。本学はこうした社会情

勢の変化にいち早く対応するため、2022年に工学部を1学部1学科へ集約。機械工学、電

気電子通信工学、システム情報工学、生命環境科学、建築・土木工学の5コース制を導

入するとともに、「工学×デザイン×地域」を融合させた独自の教育体系を構築し、確

かな技術力に加えて、地域課題の解決に不可欠なデザイン的思考を兼ね備えた、次世代

を担う技術者の養成に努めてきた。 

そして現在、わが国は少子高齢化に伴う労働力人口の激減と、産業構造のグローバル

化という喫緊の課題に直面している。そのため、地域社会においても、AIやロボティク

スによる自動化技術の普及が既存の産業構造を劇的に変容させており、これら次世代技

術を実装・運用し、社会変革を牽引する高度な専門知識を持った人材の育成が急務とな

っている。また、地球環境の保全とカーボンニュートラル社会への移行は、人類共通の

最優先課題である。持続可能な社会の構築には、従来の技術体系を抜本的に見直すグリ

ーントランスフォーメーション（GX）が必要不可欠であり、多分野の知見を統合した技

術革新が求められる。 

これらの多角的かつ複雑な課題を解決し、真に持続可能な社会を実現するためには、

既存の学問領域の枠を超え、理学・工学を再構築する横断的アプローチが不可欠であ

る。そのため、デジタル技術の実装による産業構造の変革（DX）と、持続可能な脱炭素

社会への転換（GX）を両輪で牽引し、持続可能な社会基盤の構築を主導する高度専門技

術者の養成が重要である。 

 

２）本学の地域的優位性 

こうした社会的要請に対し、本学が位置する青森県を中心とした北東北地域には、鉄

鋼・非鉄金属、製紙、化学等の基礎素材型産業、半導体製造装置、情報通信機器、自動

車・航空機、ソフトウェア等のハイテク産業が集積している。また、青森県の下北地域

は、原子力関連施設や大規模風力発電所が集中する国内有数のエネルギー供給拠点とし

ての役割を担っている。そして、豊かな海洋資源を有する三陸海域を背景とした一次産

業および食品加工業の発展は目覚ましく、特に八戸は漁業・工業・物流が高度に融合し

た東北屈指の港湾都市としての地位を確立している。このように、本学が立地する北東

北・八戸地域は、エネルギー、産業、海洋といった多様な資源および産業基盤を有して

おり、これらの地域的特性を活かした工学教育を展開することは、地域社会のみなら

ず、国全体が直面する諸課題の解決に資する技術者を育成する上で、極めて重要な意義

を有する。 
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３）改組再編の趣旨：先進工学部の設置 

このような社会的背景および「エネルギー・産業・海洋」という地域の強みを最大限

に活用し、複雑化する諸課題に対応できる人材育成のため、本学は工学部工学科を改組

再編する。従来の機械工学、電気電子通信工学、システム情報工学、生命環境科学、建

築・土木工学の5コースから、「機械工学」「電気電子通信工学」「生命環境科学」の3

領域を中核とし、これらを相互に融合・進化させ、グリーンテクノロジーによるエネル

ギー・環境問題の解決や、労働人口減少に伴う産業構造の高度化に貢献することを目的

とした先進工学部先進工学科を新たに設置する。本学科においては、これら3領域の専

門性を深化させつつ、領域横断的な教育研究を展開するため、環境・エネルギー科学、

生物資源科学、ロボット工学、モビリティ工学、機械工学および電気電子通信工学の６

つのプログラムを開設し、エネルギー・環境問題や産業構造の高度化に対応できる柔軟

な思考力と、地域課題を足掛かりにグローバルな技術革新を牽引し、持続可能な未来を

切り拓く実践力を兼ね備えた技術者を養成することを目的とする。 

 

（３）先進工学部先進工学科のディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー及びアド

ミッション・ポリシー 

１）人材育成像とディプロマ・ポリシー 

先進工学部先進工学科の教育研究上の目的は、学則第２章第３条第２項に次のように明

記されている。 

「豊かな人間性と総合的な判断力をもち、情報リテラシーも含めた科学と理工学分野に

おけるグリーン技術の基礎知識、それらを人と社会のために活用する際に必要なデザイン

思考と応用展開能力を備え、持続可能なグリーン社会の実現のためにグリーンIT・グリー

ンデバイスといった先端技術の導入や運用を推進していく人材を養成するとともに、環

境・エネルギー科学、生物資源科学、ロボット工学、モビリティ工学、機械工学及び電気

電子通信工学のいずれかの専門分野の教育研究の実施と成果の公表を通じて社会の発展に

貢献すること」 

 

さらに、教育研究上の目的を踏まえ、先進工学部先進工学科では以下のような人材育成

像を掲げる。 

「八戸工業大学として求める職業人としての高い資質・能力に加え、持続可能な社会・地

球環境の実現に貢献する最新の科学技術（グリーン科学技術）の基礎知識・技能を修得

し、より進んだ学びとしての環境・エネルギー科学分野、生物資源科学分野、ロボット工

学分野、モビリティ工学分野、機械工学分野および電気電子通信工学分野のいずれかの先

進工学分野における高度な応用・展開能力を身につけ、それらをもって、現代社会や地域

社会が抱える問題を発見し、その解決に貢献できる人材、および地域社会への関心ととも

にグローバルな視野をもった人材を養成します。特に、持続可能なグリーン社会の実現の
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ためにグリーンIT・グリーンデバイスといった先進技術の導入や運用を推進していく能力

を身につけた人材の育成を目指します。」 

 

また、教育研究上の目的および人材育成像に基づいた先進工学部先進工学科のディプロ

マ・ポリシーは以下の様に定める。 

□先進工学部先進工学科ディプロマ・ポリシー 

先進工学科では、最新のグリーン科学技術を基礎とし、環境・エネルギー科学、生物資源

科学分野、ロボット工学、モビリティ工学、機械工学、電気電子通信工学のいずれかのプ

ログラムにおいて所定の教育課程を修め、以下の資質・能力を身につけたと認められる学

生に対し、「学士（工学）」の学位を授与します。 

(A) 社会人としての責任感、倫理観および新しい価値を創造する力 

(B) 総合的で豊かな教養、多面的な視野およびコミュニケーション能力 

(C) 数理・データサイエンス・AIを含めた専門分野の基盤となる知識と持続可能な社会へ

の貢献力 

(D) グリーン科学技術の基礎知識、さらに環境・エネルギー科学、生物資源科学、ロボッ

ト工学、モビリティ工学、機械工学、電気電子通信工学のいずれかの専門分野における知

識・技能と応用・展開力 

(E) 実社会において実務に対処しうる課題解決能力・チームワーク力、自ら積極的・継続

的に学んで行動する力 

(F) 北東北地域における関連専門分野を中心とした科学技術と産業の動向への関心 

 

 特に、技術者としての資質、能力、社会貢献、地域貢献などの人間力・社会性に関して

は、主に(A)(B)(E)(F)に関係しており、グリーン科学技術分野の基礎知識・技能の習得

や、それらの高度な応用・展開能力については(C)(D)に主に関係している。 

 

２）カリキュラム・ポリシー 

ディプロマ・ポリシーを達成するために、先進工学部先進工学科ではカリキュラム・ポ

リシーを次の様に定め、教育研究上の目的および人材育成像に基づいた教育課程を編成す

る。 

■先進工学部のカリキュラム・ポリシー 

先進工学科では、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力を備えた人材を育成するた

めに、次のような教育課程編成・実施の方針を定めています。 

1．教育課程の骨格 

カリキュラムを、「キャリア教育科目」「総合教養科目」「基盤科学科目」「専門科目」

で編成します。ディプロマ・ポリシーと教育課程との主な関係は以下の表１のようになり

ます。 
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表１ 先進工学部 ディプロマ・ポリシーと教育課程の関係性 

教育課程 

（科目区分・分野） 

ディプロマ・ポリシー 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） 

キャリア教育科目 〇      

総合教養科目  〇     

基盤科学科目 〇  〇    

専門科目（専門基礎科目、

専門応用科目） 
   〇 〇 〇 

 

2．教育課程の編成 

(1) キャリア教育科目：倫理観とともに主体的に自身のキャリアをデザインするための基

礎力を養成します。 

(2) 総合教養科目：北東北を中心とした地域社会についての包括的な理解を含めた幅広い

視野と教養、コミュニケーション・スキルを養うため人文・社会科学、国際コミュニケー

ション、体育科学、総合学際の４分野にわたる教養科目を配置します。 

(3) 基盤科学科目：社会の持続可能な発展の基盤となる AI・データサイエンス等を含む

情報数理科学および自然科学科目を配置します。さらに、社会課題解決の基礎となるデザ

イン思考を培う文理融合・異分野横断型のデザイン学科目群を配置します。 

(4) 専門科目（専門基礎科目、専門応用科目）：工学分野におけるグリーン技術を基礎と

し、環境・エネルギー科学、生物資源科学、ロボット工学、モビリティ工学、機械工学、

電気電子通信工学、のいずれかの分野についての知識と学力を修得し、それらを応用・展

開できる能力を修得することを目的に基礎分野と応用分野から構成される科目を配置しま

す。さらに企業などにおけるインターンシップ、より総合的な学習や特定領域における研

究活動を行うための卒業研究を配置します。これらの科目群を通じて総合的な判断力や継

続的な学習力、チームワーク力、リーダーシップ力、社会の変化に対応できる柔軟な思考

力および課題解決能力を養成します。 

 

3．教育課程の実施 

（１）将来の進路や取得可能な資格の希望に応じ、履修上の区分として環境・エネルギー

科学、生物資源科学、ロボット工学、モビリティ工学、機械工学、電気電子通信工学、の

各プログラムが設けられ、その学習・教育到達目標を達成するための修了要件を設定しま

す。 

（２）先進工学の関連分野の横断的な学習を可能とするため、学習の柱となる主プログラ

ムに加えて、希望に応じて主プログラム以外の一部科目も履修できるよう配慮します。 

（３）1 年次は各プログラムの共通となる科目を配置し、２年次にプログラムを決定しま

す。 

（４）必修科目・選択必修科目・選択科目を適切に配置し、技術者として必ず身につける
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べき共通の素養と、自らの興味・関心に基づく多様な分野の知識をバランスよく修得でき

るよう配慮します。 

（５）基盤科学科目および専門科目においては、理論・知識を学ぶための講義科目と、学

んだ知識の習熟および課題発見力・解決力の醸成のための演習・実験科目を連携的・系統

的に配置します。 

（６）実験・実習・演習などの科目を通じて実践的な教育（PBL）を充実させ、講義で学

んだ知識を活用し、さらに理解を深めて応用力を養うとともに、新たな課題を自ら発見し

解決する課題解決能力を養成します。これらの科目の修得の過程で自己管理力、チームワ

ーク力、リーダーシップ力が身につくよう運営します。 

（７）学生の主体的・能動的な学びを促進するため、演習・実習科目はもとより講義科目

についてもアクティブ・ラーニングを積極的に導入します。 

（８）ネットワーク環境とIT ルームなどを充実させることで、大学での授業・教育に加

えて、自宅での自律的な学習においてもICT 機器の積極的な利用を促進します。また、通

常の授業でも視聴覚機器を積極的に活用し、理解度の向上に努めます。 

（９）学習・教育到達目標に対応したカリキュラムマップ・ツリーを明示するとともに、

学生の習熟度・理解度に応じた学修支援を推進します。 

 

4．学修成果の評価 

授業科目については、到達目標や成績評価の基準と具体的評価方法をシラバスに明示して

学生に周知し、公正で厳格な成績評価を実施します。 

 

３）アドミッション・ポリシー 

本学では建学の精神と教育理念を基底とし、学位授与及び教育課程編成・実施の各方針

に基づいた人材育成を遂行するため、大学と学部（学科）の各段階において求める学生像

を定義したアドミッション・ポリシーを策定している。 

■ 八戸工業大学 アドミッション・ポリシー 

八戸工業大学は、建学の精神である「正己以格物」（己を正し以て物に格る）に基づい

た自己思考能力を育むカリキュラムにより、基礎知識や専門知識だけにとどまらず、将来

的に地域を牽引していくことができる総合力を備えた次世代のリーダーにふさわしい人材

を養成しています。また、「良き技術は、良き人格から生まれる」という教育理念を掲げ

ており、高度な専門知識を備え高度な応用展開力をもつとともに豊かな人間性と総合的な

判断力をもつ社会の担い手の育成を目指しています。 

これらを実現するため、高等学校で履修する教科・科目について基礎的な知識・技術を

有しており、本学が進める教育研究活動に強い関心があり、さらに自らを向上させようと

する意欲を持つ人を、多様な選抜制度により受け入れます。 

本学の入学者選抜では、志願者の学力の三要素（「知識・技能」「思考力・判断力・表

現力」「主体性・多様性・協働性」）を把握し、学部・学科の教育・人材育成の目的にか

設置の趣旨等を記載した書類 -6



 

 

なう能力・資質・意欲・適性などを判断するため、入試形態ごとに個別学力検査、大学入

学共通テスト、調査書、小論文、面接などを組み合わせて志願者の能力や資質を多面的・

総合的に評価します。 

 

さらに、先進工学部のアドミッション・ポリシーでは、技術者を目指すために必要な基

礎的な学力を有し、主に先進工学の様々な分野で地域や社会で活躍する将来目標を持って

いる学生を受け入れる方針としている。 

 

● 先進工学部 アドミッション・ポリシー 

先進工学部は、情報リテラシーも含めた科学と工学分野におけるグリーン技術の基礎原

理を踏まえ、それらを人と社会のために活用する際に必要なデザイン思考と応用展開能

力、持続可能なグリーン社会の実現のためにグリーンIT・グリーンデバイスといった先進

技術の導入や運用を推進していく能力、論理的・創造的思考力やコミュニケーション能力

を身につけ、異なる分野の人とも協調して課題を発見・解決に、倫理的責任を持ってあた

ることができる人材の育成を目指しています。 

先進工学科は、環境・エネルギー科学、生物資源科学、ロボット工学、モビリティ工

学、機械工学、電気電子通信工学の6 プログラムの教育体制を取っており、先進工学の目

的ならびにそれぞれのプログラムの学びに強い関心があり、これらの能力を身につけて地

域や社会で活躍したいという目標を持って主体的かつ自律的に取り組む人を受け入れま

す。 

 

（４）中心的な学問分野 

新たに設置する先進工学部先進工学科は、持続可能な社会の実現に貢献するため、「グ

リーン科学技術」を教育研究の中心に据える。本学科は、高度な専門性を深めると同時

に、幅広い分野を横断して学べるよう、「環境・エネルギー科学」「生物資源科学」「ロ

ボット工学」「モビリティ工学」「機械工学」「電気電子通信工学」の６つの教育プログ

ラムで構成されている。 

これらのプログラムは、従来の工学部工学科における「機械工学」「電気電子通信工

学」「生命環境科学」の３分野を基盤としつつ、それらを発展的に融合したものである。

環境工学、化学工学、エネルギー工学、生物・生命科学、ロボット工学、自動車工学、さ

らには根幹となる機械工学、電気電子工学、通信工学まで、多様で広範な先進工学領域を

カバーしており、複雑化する社会課題に対応できる多角的な教育・研究が展開できる体系

となっている。 

 

（５）教育研究上の数量的・具体的な到達目標 

学修成果の達成度は、ディプロマ・ポリシーに掲げる能力を具現化した複数の修得因子

（「倫理観・規律性」「情報リテラシー力」「専門基礎原理の高度応用展開力」等）を用
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いて多角的に可視化する。これらの達成状況は、独自の学修成果可視化システムを通じて

定量的に評価・管理し、卒業時には各学生に「ディプロマ・サプリメント」を発行して、

客観的な到達度を本人へ提示する。キャリア形成の面では、大学院進学者等を除く就職希

望者について、就職率100％を目標に掲げる。これにより、高度な専門性と豊かな人間性

を兼ね備えた技術者の確実な養成を保証する。 

 

 

２．学部・学科等の特色 

（１）先進工学部先進工学科の特色 

本学が位置する北東北地域は、現在、深刻な人口減少と労働力不足という構造的な課題

に直面しており、地域産業の競争力維持・強化は喫緊の課題となっている。これに対し、

本学は北東北唯一の私立工科系大学として、地域の産業基盤に積極的に関与し、次代の工

業分野を牽引する高度技術者を育成するという、重要な社会的責務を担っている。 

 こうした背景から、先進工学部先進工学科では、グリーントランスフォーメーション

（GX）による環境負荷低減と、スマートファクトリーにおけるフィジカルAI等を活用した

デジタル・トランスフォーメーション（DX）を教育研究の主要な柱として、地域産業の活

性化を図り、地域循環共生圏（ローカルSDGs）の構築に貢献できる技術系人材を育成す

る。 

 加えて、本学科が標榜する「地域社会の持続的な発展」を具現化するための、本学独自

の教育研究フィールドとしては、以下の二点を挙げる。 

 

次世代エネルギー供給拠点との連環： 

原子力関連施設や国内最大級の風力発電群が直接する下北地域を「生きた教材」と捉

え、カーボンニュートラル実現に向けたエネルギー工学の実践的な教育拠点として連携、

活用することで、現場の課題に根差したグリーンテクノロジーの創出と、次世代のエネル

ギー社会を支える高度な実践力を備えた技術者の育成を推進する。 

 

産業・海洋資源の融合による新産業創出： 

三陸海域の豊かな海洋資源と、八戸港周辺に形成された漁業・工業・物流が高度に融合

する産業集積地を背景に、生物資源科学、ロボット工学、およびモビリティ工学が交差す

る多角的な教育研究フィールドを展開する。これにより、地域の産業基盤を活かした技術

開発と新産業創出へ寄与し、持続可能な海洋環境の保全と地域経済の発展に貢献する高度

専門人材を育成する。 

 

 このように、地域的優位性を教育課程に組み込むことで、先進工学科は「理論」と「実践」

を高度に架橋する、特色ある工学教育を確立する。このように、本学科の特色は、地域の多

様な資源と最先端の工学を融合させた教育研究にある。そして本学科では、地域社会および
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現代社会の多様な要請に応えるべく、現代社会の要請に的確に対応するため、従来の機械工

学、電気電子通信工学、生命環境科学を基盤としつつ、新たに以下の 6プログラムを編成す

る。これにより、社会課題の解決に資する高度な専門教育を実現する。 

 

1. 環境・エネルギー科学プログラム 

環境化学プロセス、生態環境、エネルギー・資源利用、脱炭素、および ICT等の知識を基盤

とした環境負荷低減技術を学び、グローバルな視点を持って持続可能なグリーン社会の実

現に貢献できる人材を養成する。 

 

2. 生物資源科学プログラム 

微生物から生態系までを「生物資源」と捉え、工学を基盤に生物・環境・食品科学を横断的

に学びます。資源の保全と高度な活用を研究し、バイオ、食品、環境分野で持続可能な社会

に貢献できる専門人材を養成する。 

 

3. ロボット工学プログラム 

機械工学、電気電子工学、情報通信工学を横断的に学び、幅広い教養と倫理観、地域社会へ

の関心、および国際的視野を醸成する。様々な産業分野における自動化・効率化に対し、ロ

ボット工学の知識を高度に活用して社会に貢献できる人材を養成する。 

 

4. モビリティ工学プログラム 

自動車、鉄道、航空、宇宙産業を視野に入れ、交通機械全般に関する先端的な開発・保守管

理技術を学ぶ。国際人として卓越したコミュニケーション能力、ビジネス関連知識、および

創造的能力を兼ね備えた人材を養成する。 

 

5. 機械工学プログラム 

デジタル・グリーン技術（DX・GX）を踏まえた機械設計・製造に関する専門知識を教授する。

多様化する社会ニーズを的確に把握し、地域社会の課題解決に向けた革新的な機械システ

ムを創造できる人材を養成する。 

 

6. 電気電子通信工学プログラム 

環境配慮型のエネルギー供給、EVやロボットの電子回路・制御、次世代通信やAI等の情報

基盤技術を横断的に習得。産業インフラの維持・高度化に寄与し、未来の社会変革に柔軟

に対応できる人材を養成する。 

 

また、これらの６プログラムは独立せず、各専門分野を中心に関連分野を横断的に履修

可能とする。この学びの広がりにより、複雑化する社会課題へ多角的なアプローチで対応

できる能力を養う。 
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（２）情報工学分野の強化 

現代の高度情報化社会において、情報技術は日常生活に深く浸透しており、IoTの進展

により今後あらゆる領域の情報化が加速すると予測される。特に労働力不足が深刻な地方

において、産業構造の効率的な転換や生産性向上を実現するためには、AI・データサイエ

ンスや通信ネットワークといった情報技術の役割が極めて大きい。 

本学では、全学共通の教育基盤として、Society 5.0の実現に不可欠な情報リテラシー

およびAI・データサイエンスの基礎を必修化する。その上で、先進工学科の「専門基礎科

目」に「情報工学」科目群を配置し、高度な利活用能力を段階的に養成する。具体的に

は、工学分野で重要となるプログラミングを用いた数値シミュレーション手法を修得さ

せ、そこで得た知識を各専門領域へ応用・展開できる能力を培う。これにより、物理的な

ものづくりやシステム設計に情報技術を高度に融合させ、地域産業のDX化を技術的側面か

ら牽引できる、実践的な応用力を備えた技術者を育成する体制を構築する。 

 

（３）工学系デザイン思考の深化 

本学が標榜する「工学×デザイン×地域」の融合教育により、工学の技術力に加え、地

域課題の解決に不可欠なデザイン的思考を兼ね備えた技術者を養成する。その基盤とし

て、先進工学分野の社会的役割やデザイン思考の基礎を修得するため、「総合教養科目」

に「デザインと技術」「デザイン思考概論」「北東北八戸の地域学」を配置する。さら

に、社会課題への理解を深め実践力を養うため、「専門応用科目」においても海洋工学や

原子力工学等の分野で地域社会と連携したPBL（課題解決型学習）やアクティブ・ラーニ

ングを展開する。これらのプロセスを通じ、技術中心の視点から「人間中心」の視点への

シフトを促し、対象への共感に基づいた本質的な課題解決能力を醸成する。 

地域への深い理解と責任感を持ち、能力を養成することにより、単なる専門知識の修得

に留まらず、多様なステークホルダーと協調しながら、先進技術を社会の発展に結びつけ

られる、創造性と実践知を兼ね備えた技術者を養成する。 

 

（４）グリーンテクノロジー分野に関連する横断型の学び 

先進工学科の中核をなす「環境科学・環境工学」科目群を基盤とし、環境・エネルギー

科学や生物資源科学に関連する科目群、さらに「海洋工学」「原子力工学」といった各科

目群を専門的かつ相互に関連付けて学べる横断型教育を展開する。具体的には、グリーン

トランスフォーメーション（GX）による脱炭素社会の実現に加え、森林・水・エネルギー

等の豊富な地域資源を利活用し、環境・経済・社会の課題を統合的に解決する「地域循環

共生圏（ローカルSDGs）」の概念に重点を置く。これにより、地球規模の環境制約を理解

した上で、地域特性を活かした循環型社会の構築を構想し、地方創生を技術的側面から牽

引できる人材を育成する。 
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３．学部・学科等の名称及び学位の名称 

上述した学部学科の目的、３つのポリシー及び特色より、学部の名称は「先進工学部」

（Faculty of Advanced Engineering）、学科の名称は「先進工学科」（Department of 

Advanced Engineering）とする。また、学位の名称は「学士（工学）」（Bachelor of 

Engineering）とする。 

 

 

４．教育課程の編成の考え方及び特色 

 「１．設置の趣旨及び必要性（３）の２）」において示した先進工学部のカリキュラ

ム・ポリシーに基づいて、以下のように教育課程を編成する。 

（１）基本的な考え方と科目区分 

教育課程は、ディプロマ・ポリシーに掲げる資質・能力を備えた人材を育成するため

に、学びの土台を築き専門科目へ繋ぐ基礎教育カリキュラムと、高度な学識を養う「専門

教育カリキュラム」で構成する。基礎教育カリキュラムでは、高校教育から大学教育に円

滑に移行させキャリアデザインを支援するための「キャリア教育科目」、人間環境や社会

に対して多面的な視野から物事を捉え総合的な判断ができる力を養う「総合教養科目」、

そして、数学、AI・データサイエンスを学ぶ情報数理科学科目、工学の土台となる自然科

学科目、工学とデザインの融合を図るデザイン学科目の3科目群から構成される「基盤科

学科目」、これらを通じて、工学に必要な基礎学力と実践的な応用力を培い、専門教育へ

の土台を築く。専門教育カリキュラムでは、情報・自然科学・機械・電気電子の各分野を

習得する「専門基礎科目」と、各プログラムの中核領域を深くかつ横断的に学ぶ「専門応

用科目」で構成し、高度な専門性を段階的に養う。 

 

（２）教育課程の特色と養成する資質・能力 

１）総合的な人間力を養成する教育の実施 

「キャリア教育科目」においては、初年次から３学年まで「キャリアデザインⅠ・Ⅱ・

Ⅲ」を配置し、高大接続・社会接続を担う教育を実施する。また、ラーニング・ポートフ

ォリオの作成を継続実施し、学修の振返りによる自己省察の習慣づけを行う。 

「総合教養科目」においては、人文・社会科学科目、国際コミュニケーション科目、体

育科学科目及び総合学際科目で構成し、学部・学科を問わないリベラルアーツを展開す

る。人文・社会科学科目では哲学、文学、歴史、経済学等、国際コミュニケーション科目

では日本語、英語及び第二外国語のコミュニケーション科目群、体育科学科目では「体育

学」「スポーツ健康学」「生涯スポーツ演習」、総合学際科目では「主題別ゼミナール

Ⅰ・Ⅱ」等の科目群を開講する。これにより、豊かな人間性を涵養し、柔軟な思考力や幅

広い視野に立った理解力を養成する。 

「基盤科学科目」及び「専門基礎・応用科目」においても、課題解決型学習(PBL)、ア
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クティブ・ラーニング、フィールドワーク学習などの授業を展開し、豊かな人間性と総合

的な判断力、主体性ならびに社会の変化に対応できる柔軟な思考力を養成する。 

 

２）数理的な思考および情報活用能力を育成する教育の実施 

AI超スマート社会に対応するための情報リテラシーと 技術・データサイエンスの基礎を

AI学ぶため「 ・データサイエンス入門」や「データアナリティクスⅠ・Ⅱ」を「基盤科学

科目」内の「情報数理科学科目」として配置する。先進工学科の「専門基礎科目」におい

ても「情報工学」科目群を配置し、情報技術を高度に利活用・展開するための力を養成す

る。 

 

３）多様な学習歴に配慮した教育の実施 

学生個々の能力を最大限に伸ばすため、多様な学習歴に配慮した教育を実践する。基盤

科学科目では未履修分野等も基礎から丁寧に導入し、具体的な事例を用いた講義を展開す

ることで、学生の意欲と興味を喚起する。特に、理工学修得の根幹となる数学において

は、リメディアル要素を包含した「数学基礎」を1年次前期に配置する。これにより、中

等教育における既習知識の不足を補完するとともに、工学の基礎となる自然科学や数理情

報科学の各科目を修得するために不可欠な、基礎的数学力を確実に養成する。このよう

に、接続教育を徹底することで、高等教育への円滑な移行を実現する。 

 

４）地域社会との繋がりを重視した課題解決型科目の実施 

社会が抱える課題の解決のために、地域への理解を深めるとともに、学科の専門分野の

地域的・社会的な役割および工学におけるデザイン思考について学ぶための科目として

「科学技術概論」、「デザインと技術」、「デザイン思考概論」、「北東北八戸の地域

学」を配置する。また、「専門応用科目」においても海洋工学、原子力工学などにおい

て、地域と連携したPBL、アクティブ・ラーニング教育を展開する。これにより、地域社

会への関心と責任をもって物事を考えることができる能力を養成する。 

 

５）専門分野の基礎知識・技能を確実に理解・修得するための教育の実施 

先進工学の修得に必要な数学、情報、物理、化学、生物、機械工学・電気電子工学の基

礎分野を、「基盤科学」の自然科学科目および「専門基礎科目」に集約し、これらを1学

年から2学年にかけて重点的に配置することで、専門教育へ繋がる基礎学力を段階的に形

成する。2学年から4学年にかけては、先進工学科に配置される「環境・エネルギー科学」

「生物資源科学」「ロボット工学」「モビリティ工学」「機械工学」「電気電子通信工

学」の6プログラムの中核・関連分野を、「専門基礎・応用科目」を通じて体系的かつ選

択的に学べる教育課程を編成する。専門基礎と演習の連動や、基礎原理の反復学習を取り

入れた授業を展開することにより、専門分野の根幹となる学問的原理を深く理解し、確実

に修得させる教育を実施する。 
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６）専門分野の基礎知識・技能を実践的に応用・展開できる力を養成する教育の実施 

各プログラムには、実践的な力を養うために、少人数ゼミナール、実験・演習・実習科

目を重点的かつ年次進行に応じて配置しているのが特色である。これらの科目を通じて、

自ら考えて纏めたことを発表・表現する授業や、体験・気づき・省察サイクルを取り入れ

た授業を展開する。また、身につけた専門知識やスキルを統合し、論理的な課題解決を通

じて新たな価値の創造に繋げていく能力や姿勢を育成するために、「卒業研究」を必修科

目としている。また、これらの科目群によりチームワーク力やリーダーシップ力も養成す

ることを目指している。 

 

７）グローバルな視野で物事を考えることができる力を養成する教育の実施 

「総合教養科目」の国際コミュニケーション科目を中心に語学力の向上を図ると共に、

人文・社会科学科目を通じて異文化と多様性の理解を深める。さらに、「専門基礎・応用

科目」においては、各プログラムでグローバルな視点を交えて科学技術を学ぶ。これらに

より、広範な視野で物事を捉え、地球規模の諸課題に挑戦できるグローバルな人材の育成

を図る。 

 

 

（３）主要授業科目の考え方 

 基礎教育カリキュラムでは、初年次教育として高校からの円滑な移行を図り、将来のキ

ャリア形成を支援する「キャリア教育科目」、「基盤科学科目」からは数理情報系の基幹

として「微分」「積分」「AI・データサイエンス入門」、グリーンテクノロジー分野の基

礎となる「カーボンニュートラル入門」、工学におけるデザイン思考を学ぶための「デザ

インと技術」「デザイン思考」を設定した。 

専門教育カリキュラムでは、6プログラムに共通する工学基礎を修得する「共通科目」

と、6プログラムそれぞれにおける専門領域の基礎となる科目を「専門基礎科目」の各科

目区分から設定している。さらに「専門応用科目」では、各プログラムの専門領域の中核

分野に相当する科目区分からそれぞれ重要な科目を設定している。加えて、脱炭素社会の

課題解決へ向けた実践的な専門教育として、「カーボンニュートラル概論I・II」を主要

授業科目として設定した。 

 

（４）単位数・時間数の考え方 

本学では、学則第２４条に基づき、各授業科目を講義、演習、実験、実習もしくは実

技、またはこれらの併用により実施することを規定している。単位数および時間数につい

ては同条第３項に定め、1単位の授業科目を45時間の学修を要する内容で構成することを

標準としている。各科目の単位算出にあたっては、授業形態ごとの教育効果および授業時

間外に必要な学修時間を十分に考慮し、以下の基準を厳格に適用している。 
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第一に、講義および演習については、15週にわたる毎週1時間または2時間の授業をもっ

て1単位とする。第二に、実験、実習および実技については、施設内での実技を伴う特性

を考慮して、15週にわたる毎週2時間または3時間の学修をもって1単位と算定する。第三

に、複数の授業方法を併用する場合においても、各手法の組み合わせに応じ、前述の基準

を準用して適切に単位数を計算する。 

これらの規定により、授業と時間外学修を連動させ、教育の質が実質的に保証される体

制を担保している。 

 

 

５．教育方法，履修指導方法及び卒業要件 

（１）教育方法 

１）プログラムの選択と決定 

先進工学部先進工学科では2年進級時に6つの専門プログラム（環境・エネルギー科学、

生物資源科学、ロボット工学、モビリティ工学、機械工学、電気電子通信工学）のいずれ

かを選択し、決定する。このプログラム選択を支援するため、1年次で体系的な指導を行

う。前期の「スタートアップセミナー」で大学での学修姿勢を確立し、後期の「先進工学

概論」で各分野の専門性の理解を助ける。さらに通年での「キャリアデザインI」を通じ

て将来の進路を深く考え、学生が自らの志向と適性を把握し、納得できるプログラム選択

を行える体制を構築する。なお、各プログラムの配属人数の目安は、表２のとおりであ

る。基本的には学生の希望に沿ったプログラムへ配属とするが、各プログラムの教育のキ

ャパシティや質の確保を勘案し、配属人数の目安を大きく超える場合には、成績等により

調整することがある。 

 

表２ 各プログラム配属人数の目安 

学部・学科 プログラム 配属人数の目安 

先進工学部 

先進工学科 

環境・エネルギー科学 15名 

生物資源科学 15名 

ロボット工学 15名 

モビリティ工学 15名 

機械工学 20名 

電気電子通信工学 20名 

 

 

２） 科目の配当年次と学年ごとの教育方法 

① １学年 

１年次の配当科目は、「キャリア教育科目」「総合教養科目」「基礎科学科目」を配置し、

主に講義及び演習形式で教育を展開する。初年次必修科目である「キャリアデザインⅠ」で
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は、高校から大学への円滑な移行を図るリテラシー教育を実施。大学教育の理解や社会で求

められる資質・能力の修得に加え、履修登録や学修成果の振り返り手法を教授し、自律的な

学修習慣を確立させる。 

「総合教養科目」のうち「人文・社会科学科目」では経済、歴史分野の選択科目を配置し、

知識の幅を広げる。 「国際コミュケーション科目」では習熟度別の演習を通じて語学スキ

ルとグローバルな視点を同時に醸成する。「体育科学科目」では理論と実技を組み合わせた

選択科目を設置し、心身の健康増進と生涯スポーツへの理解を深める。 

「キャリア教育科目」の「科学技術概論」に加え、「基盤科学科目」に属する「デザイン

と技術」「デザイン思考概論」を必修科目として配置する。これらを通じて、工学の広範な

専門分野の全体像と社会における役割・意義を俯瞰するとともに、技術とデザインが融合し

た現代社会の課題解決手法について理解を深める。 

「基盤科学科目」内の「情報数理科学科目」では、工学の基礎となる数学に加え、必修科

目「AI・データサイエンス入門」を配置し、AI 技術やデータ利活用を実社会で実践するた

めの基礎的素養を培う。また、情報リテラシーの確立に向け、「専門基礎科目」の学科必修

科目として「基礎情報科学」を設置する。「自然科学科目」においては、物理、化学、生物

等の広範な基礎知識を効果的に修得させる講義科目を展開し、特に物理・化学では実験科目

を通じて、専門教育で不可欠な実験スキルと論理的なレポート作成能力を養成する。さらに、

必修科目「カーボンニュートラル入門」では、脱炭素社会の実現に向けた課題解決の視点を

養う。これら一連の教育により、次年次以降の専門学習に向けた素養を養う。 

② ２学年 

２年次必修の「キャリアデザインⅡ」では、専門教育への導入と職業理解を目的に自己理

解、仕事理解、職場理解等を通じてキャリア形成の基本を涵養する。また「総合教養科目」

では、哲学や文学等の人文科学に加え、語学の応用科目を配置。１年次に修得した基盤の上

に、より高度な教養と国際コミュニケーション能力を身に付ける。 

「基盤科学科目」の「情報数理科学科目」に「データアナリティクス I」を配置し、統計

分析ソフトやプログラミングを用いた AI・データサイエンスの実践的活用法を教授する。

併せて「専門基礎科目」の「情報工学」科目群では、自動化技術をはじめとする工学領域で

不可欠なプログラミング技術を修得させる選択科目を設置し、高度な情報処理能力を備え

た技術者の基礎を形成する。 

 ２年次より各プログラム別の教育課程へと移行する。各専門分野の基盤となる科目群を

「専門基礎科目」に配置する。基礎理論の定着と実践的理解の深めるため、講義科目と連動

した演習や基礎的な専門実験・実習科目を配置する。これらの双方向学習を通じて専門的素

養を確実に修得し、３年次からの高度な専門分野や関連する他分野を、主体的に学ぶための

確かな基礎力を養う。 

③ ３学年 

３年次必修の「キャリアデザイン III」では、自己分析や企業・業界研究を段階的に実施

し、卒業後の具体的な進路選択に向けた意思決定を促す。学生自身が納得できるキャリア形
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成を実現する体制を整える。専門教育で培った能力を社会でどう活かすかを洞察し、3年次

終盤から本格化する就職活動や大学院への進学準備に備える。 

 また、各プログラムの応用レベルに相当する「専門応用科目」を重点的に配置する。学生

は将来の進路や資格取得を見据え、個々の専門性に応じた講義科目を主体的に選択・履修す

る。また、PBL（課題解決型学習）を取り入れた授業科目も多数展開し、課題発見・解決能

力や高度な実践力を養う。さらに、グループワークを通じてチームワークやリーダーシップ

を醸成し、社会で即戦力となる資質を総合的に高める教育を行う。 

④ ４学年 

４年次必修の「卒業研究」では、学生が自ら選定した研究テーマに対し、4年間で修得し

た知識と技術を総動員して取り組む。特に GX（グリーントランスフォーメーション）や労

働人口減少といった現代の産業社会が直面する諸課題の解決に資する研究を遂行する。こ

の実践的な研究活動を通じ、未知の課題に対する創造的な構想力と、技術を社会に還元する

実装力を兼ね備えた、高度専門技術者としての素養を完成させる。 

 

３）シラバスの作成 

 全開講科目において、全学統一の登録マニュアル（【資料１】令和８年度シラバス作成マ

ニュアル）に準拠した共通様式のシラバスを作成・開示している。シラバスは年度ごとに更

新し、「ディプロマ・ポリシーと当該科目の関係」や「学習・教育到達目標との関連」とし

て、ディプロマ・ポリシーおよびカリキュラム・ポリシーとの対応関係を明記している。そ

の他、授業の到達目標、授業計画、成績評価基準に加え、ナンバリングや授業形態、時間外

学習の具体的な内容まで網羅している。これにより、学生が自律的に学修を進めるための

「学修の手引き」として機能させている。こうした厳格なシラバス運用を通じ、教育の質の

維持・向上を確保している。 

 

（２）履修指導方法 

 本学では、学則第７章第２６条において「学生は、毎年度の初めに、当該年度に履修し

ようとする授業科目を、所定の手続きにより届け出なければならない。」と定めている。

１年次では必修科目「キャリアデザインI」を通じての履修指導を行うほか、修学支援担

任による個別対応も行い、初年次教育からの円滑な学びを支援する体制を構築している。

２年次以降は各プログラムに分かれての履修となり、引続き修学支援担任を中心として、

履修規程【資料２】に則った各プログラムの卒業要件の充足に向けた継続的な履修指導を

行う。 

 また、大学設置基準第21条に規定される単位制度の実質化を図るため、履修登録単位数

の上限（CAP制）を導入している。具体的には、履修規程【資料２】により前期開講科目

２４単位以内、後期開講科目２４単位以内、かつ年間合計４４単位を上限と定め、十分な

授業時間外学修時間を確保し、学修の質の維持・向上と、実効性のある単位修得に努めて

いる。 
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（３）卒業要件、履修モデル 

学則第７章第３０条において、「卒業に必要な修得単位数は別表第１及び履修規程に定

める単位を含め１２４単位以上とすること」が規定されている。卒業に必要な修得単位数

は、表３のように科目区分・分野ごとに設けられている。 

 

表３ 卒業要件（学則別表第１） 

先進工学部 先進工学科  

科目区分 修得単位数 

キャリア教育科目                   ８単位    

総合教養科目 
下記２つの科目区分の単位数を含み 

１８単位以上 

 人文・社会科学科目 ６単位以上 

国際コミュニケーション科目 ８単位以上 

基盤科学科目   

 情報数理科学科目 
   １６単位以上 

 自然科学科目  

 デザイン学科目 ４単位以上 

専門基礎科目 
   ７０単位以上 

専門応用科目 

総 計 １２４単位以上 

 

 

１）キャリア教育科目 

DP (A)学科ディプロマ・ポリシー（ ）の の資質・能力を身につけるため「キャリア教育

科目」に配置されている８単位を修得する。 

２）総合教養科目 

DP (B) 18学科 の の資質・能力を身につけるため「総合教養科目」から 単位以上（人文・

6 8社会科学科目から 単位以上、国際コミュニケーション科目から 単位以上を含む）を修得

する。 

３）基盤科学科目 

DP (A) (C)学科 の 及び の資質・能力を身につけるため「情報数理科学科目」及び「自然科

学科目」から１６単位以上、「デザイン学科目」から２単位以上、計１８単位以上を修得

する。 
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４）専門基礎科目、専門応用科目 

DP (D) (E) (F)学科 の 、 及び の資質・能力を身につけるため７０単位以上を修得する。 

 

また、学則第７章第２３条第３項にて、「履修上の区分として履修プログラムを設け

る。学生はいずれかの履修プログラムを修了し卒業するものとする。」と規定している。

学生は選択した履修プログラムを満足するよう履修することにより卒業となる。 なお、

各履修プログラムの履修表 （履修モデル）は履修規程（別表）【資料２】に示されてい

る。  

 

 

６．編入学定員を設定する場合の具体的計画 

編入学定員は設定していないが、学則第１３条において、人員に余裕のある場合に限

り、選考の上、編入学を許可することがあると規定している。また、学則第１５条では、

編入学を許可された者の、すでに修得した授業科目とその単位数及び修業年数は、審査の

上、その一部又は全部を認めることがあると定めている。 

編入学試験は年に２回実施される。入学を許可された者は、出身学校の成績証明書、シ ラ

バス（履修科目の授業内容がわかるもの）及びその他の資料を大学に提出し、それらを参考

に修得単位として認定することとなる。既修得単位の具体的な認定の流れは、学科が各授業

科目の担当教員と協議の上、単位認定伝票【資料３】を作成し、教務委員会で確認している。

編入学を許可された学生は、認定された単位数が学則第７章第２９条にある「各学年におい

て、修得単位数が、別に定める基準」を満たしている学年に在籍し、履修プログラムの進級

要件及び修了要件を満足するよう科目を履修する。 

編入学を許可された学生に対しては、修学支援担任を中心として個別に履修指導するな

ど、円滑に修学できるように配慮する。編入学を許可された学生に対しては、修学支援担任

を中心とした個別の履修指導などを行い、編入学後の履修を適切に補助することで、円滑な

修学を継続的に支援する。 

 

 

７．実習の具体的計画 

設置される先進工学科では、全プログラムに高一種免（工業）及び生物資源科学プログラ

ムに中一種免（理科）および高一種免（理科）の教職免許を取得できるよう課程認定申請を

行っている。実習先としては、青森県内の高等学校から実習生の受入れの承諾を得ている。 

（１）実習先の確保状況 

教職課程認定申請において提出した実習生の受入先の中学校（535学級）、高等学校（720 

学級）の一覧を【資料４】「教育実習実施計画に関する書類」に示す。 

（２）実習水準の確保と方策 

教職課程科目の単位修得及び教育実習事前指導の合格を条件とすることにより、能力や
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適性、意欲が一定水準以上に達している学生のみを教育実習に派遣することとしている。ま

た、「教職課程に関する連絡会議」（教育・学生支援部長（議長）、基礎教育研究センター長、

教育・学生支援推進監、教職科目担当教員（専任（教職教室）：３名）、教育・学生支援部課

長）を定期的に開催し、実習状況の共有と運営等の改善を行っている。 

具体的には、教職課程認定申請において提出した【資料４】「教育実習計画に関する書類」

に示す通りである。 

（３）教育実習先との連携体制 

実習先教諭と教職科目担当教員、教育・学生支援部職員が定期的に連絡をとり、実習指導

方法及び内容の共通理解を得るとともに、その徹底を図っている。 

（４）実習前の準備状況 

教育実習を行う学生は、事前に健康診断と麻疹抗体検査の受診や、感染症の予防対策等に

ついて指導している。また、実習に際しては「学研災付帯賠償責任保険」に加入し、実習中

の事故等に対応できるようにしている。 

（５）事前・事後における指導計画 

教職課程認定申請において提出した【資料４】「教育実習計画に関する書類」に示す通り

である。 

（６）教員及び助手の配置並びに巡回指導計画 

実習開始前から教育実習先、教職科目担当教員、教育・学生支援部職員が綿密に連絡を取

り、相互理解のもとで、効果的な実習が行える体制を構築し、教育実習先からの緊急連絡等

に対応できるよう連絡体制を整えている。また、教職科目担当教員が学生の実習期間中に実

習先を訪問し巡回指導を行っている。 

（７）実習施設における指導者の配置計画 

実習先には本学教員は配置せず、実習先に指導教諭を配置していただく。実習先とは、教

職科目担当教員、教育・学生支援部職員が緊密に連絡をとり、学生が充実した実習を行える

体制を構築している。 

（８）成績評価体制及び単位認定方法 

教職課程認定申請において提出した【資料４】「教育実習計画に関する書類」に示す通り

である。 

 

 

８．企業実習（インターンシップを含む）や海外語学研修等の学外実習を実施する場合の具

体的計画 

（１）インターンシップ 

先進工学科の各プログラムでは、実践的な就業体験を通じて専門知識の深化を図るため、

3年次に選択科目として「インターンシップ」または「学外研修」を配置している。これら

の科目では、原則 5〜10 日間程度の企業実習を実施する。既存の工学部 5 学科におけるこ

れまでの実績では、年間約 40名の学生が企業実習に参加しており、新設の先進工学科にお

設置の趣旨等を記載した書類 -19



 

 

いても数十名程度の履修者数を見込んでいる。実習先との連携を密にすることで、産業界の

要請に応えうる技術者としての素養を醸成する体制を整えている。 

 

１）実習先の確保状況 

年度初めの４月に教育・学生支援部キャリア支援チームと科目担当教員が企業実習の受

入可能な企業リスト（６０社程度）を作成する。５月にその企業リストを学生に開示すると

ともに、企業実習の流れ・内容等について説明し、学生と企業とのマッチングが図られる。

正課での企業実習の実施にあたっては、事前に受け入れ企業等と「インターンシップ・プロ

グラム覚書」を締結する。原則として企業実習は夏季休業期間を利用して実施することとし

ている。 

 

２）実習先との連携体制 

実習先の企業担当者、科目担当教員、教育・学生支援部職員が定期的に連絡をとり、実習

の指導方法や内容の共通理解を得ると共に、教育効果の最大化を図り円滑な実施を担保す

る。 

 

３）成績評価体制及び単位認定方法 

成績はインターンシップ評価書（企業担当者による評価：50 点）および研修後の実施研

修報告書（科目担当教員による評価：50点）により評価する。 

 

（２）海外研修 

本学では「海外研修」（選択科目）を正課として実施している。実践的な外国語学習や異

文化交流を通じ、国際的視野を涵養する。言葉や国境を越えた相互理解を深めることで、グ

ローバル社会で主体的に活動できる能力を育成し、多角的な視点を持つ技術者の養成を目

指す体制を構築している。 

１）実習先の確保状況 

ISS（株）国際交流センターが本学の学生向けに企画・提供しているプログラムにより英

語圏での語学研修（約７～２８日間）を行う。 

 

２）実習先との連携体制 

 科目担当教員が提携機関（ISS）と緊密に協議を行い、教育目的に合致した実習先および

研修プログラムの選定を行うとともに、学生指導の全般を統括する。事前指導では、研修参

加者間の相互理解を深め、現地で協力し合える体制を構築する。また、ホストファミリーと

のマッチングに必要な自己紹介資料の作成指導を行い、学生の自己発信能力を高める。さら

に、現地の言語的特徴、文化、社会情勢に関する基礎知識を教授し、異文化環境への適応留

意事項や心構えを習得させる。これらを通じ、実習先との円滑なコミュニケーションを担保

し、現地での安全な生活と教育効果の高い学習活動を実現するための準備体制を整える。 
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３）成績評価体制及び単位認定方法 

 成績は事前ガイダンスで配付される課題提出と実習先での授業や課外活動への参加状況、

そして帰国後のレポート提出と報告会プレゼンテーションによって科目担当教員が評価す

る。 

 

 

９．取得可能な資格 

各プログラムで取得可能な資格及び取得を支援している資格を以下（表４～９）に示す。 

 

表４ 環境・エネルギー科学プログラムの取得可能な資格 

資格名称 資格の概要 資格種別 

高等学校教諭一種免許状

（工業） 

所定の単位を取得し、卒

業と同時に得られる資格 

国家資格 

危険物取扱者（甲種） 卒業と同時に、または所

定の単位を取得して在学

中に受験資格を得られる

資格 

国家資格 

 

表５ 生物資源科学プログラムの取得可能な資格 

資格名称 資格の概要 資格種別 

高等学校教諭一種免許状

（工業） 

所定の単位を取得し、卒

業と同時に得られる資格 

国家資格 

中学校教諭一種免許状

（理科） 

所定の単位を取得し、卒

業と同時に得られる資格 

国家資格 

高等学校教諭一種免許状

（理科） 

所定の単位を取得し、卒

業と同時に得られる資格 

国家資格 

危険物取扱者（甲種） 卒業と同時に、または所

定の単位を取得して在学

中に受験資格を得られる

資格 

国家資格 

 

表６ ロボット工学プログラムの取得可能な資格 

資格名称 資格の概要 資格種別 

高等学校教諭一種免許状

（工業） 

所定の単位を取得し、卒

業と同時に得られる資格 

国家資格 
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表７ モビリティ工学プログラムの取得可能な資格 

資格名称 資格の概要 資格種別 

高等学校教諭一種免許状

（工業） 

所定の単位を取得し、卒

業と同時に得られる資格 

国家資格 

2級自動車整備士（総合） 特定の教科の単位を取得

することによって試験の

一部が免除される資格 

国家資格 

 

表８ 機械工学プログラムの取得可能な資格 

資格名称 資格の概要 資格種別 

高等学校教諭一種免許状

（工業） 

所定の単位を取得し、卒

業と同時に得られる資格 

国家資格 

技術士補 所定の単位を取得して卒

業後、申請により得られ

る資格 

国家資格 

ボイラー・タービン主任

技術者 

所定の単位を取得して卒

業後、実務経験を経て受

験資格が得られる資格 

国家資格 

管工事施工管理技士 所定の単位を取得して卒

業後、実務経験を経て受

験資格が得られる資格 

国家資格 

特級ボイラー技士 所定の単位を取得して卒

業後、実務経験を経て受

験資格が得られる資格 

国家資格 

 

表９ 電気電子通信工学プログラムの取得可能な資格 

資格名称 資格の概要 資格種別 

高等学校教諭一種免許状

（工業） 

所定の単位を取得し、卒

業と同時に得られる資格 

国家資格 

電気主任技術者 

（第一種・第二種・第三

種） 

特定の教科の単位を取得

することによって、卒業

後実務経験を経て申請に

より得られる資格 

国家資格 

第二種電気工事士 特定の教科の単位を取得

することによって試験の

一部が免除される資格 

国家資格 

設置の趣旨等を記載した書類 -22



 

 

電気通信主任技術者 

（伝送交換主任技術者・

線路主任技術者） 

特定の教科の単位を取得

することによって試験の

一部が免除される資格 

国家資格 

第一級陸上特殊無線技士 特定の教科の単位を取得

することによって、卒業

後、申請により得られる

資格 

国家資格 

第二級海上特殊無線技士 特定の教科の単位を取得

することによって、卒業

後、申請により得られる

資格 

国家資格 

 

 

 

１０．入学者選抜の概要 

本学では建学の精神および教育理念、さらにはディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポ

リシーに基づいた人材育成を行うべく、大学および学部（学科）レベルでアドミッション・

ポリシーを策定している。この方針に基づき、学力の三要素（「知識・技能」「思考力・判断

力・表現力」「主体性・多様性・協働性」）を多角的に評価するため、多様な入学者選抜制度

を導入し、豊かな資質を持つ学生の確保に努めている。 

特に本学部では、工学の基礎と幅広い専門知識を修得し、それらをグリーン技術へ応用す

ることで持続可能な社会の実現に寄与できる人材育成を目指している。そのため、入学に際

しては語学、数学、理科、情報の基礎学力を備え、自然科学や工学分野に強い関心を持ち、

将来、技術者として社会の発展に貢献する意欲の高い学生の受入れを重視している。 

選抜プロセスについては、まず入学者選抜専門委員会にて検討された入学者選抜による

詳細な分析・検討結果を参考に、アドミッション・ポリシーに基づいて入学試験委員会が合

格者案を作成する。この案は教授会において審議され、最終的に学長が合格者を決定する。

この一連の組織的な選抜体制により、公平性・妥当性を担保しつつ、本学部の教育目的に合

致した学生を適切に選抜する体制を整えている。 

 

（１）入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

１）大学のアドミッション・ポリシー 

八戸工業大学は、建学の精神である「正己以格物」（己を正し以て物に格る）に基づいた

自己思考能力を育むカリキュラムにより、基礎知識や専門知識だけにとどまらず、将来的に

地域を牽引していくことができる総合力を備えた次世代のリーダーにふさわしい人材を養

成しています。また、「良き技術は、良き人格から生まれる」という教育理念を掲げており、

高度な専門知識を備え高度な応用展開力をもつとともに豊かな人間性と総合的な判断力を
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もつ社会の担い手の育成を目指しています。 

これらを実現するため、高等学校で履修する教科・科目について基礎的な知識・技術を有

しており、本学が進める教育研究活動に強い関心があり、さらに自らを向上させようとする

意欲を持つ人を、多様な選抜制度により受け入れます。 

本学の入学者選抜では、志願者の学力の三要素（「知識・技能」「思考力・判断力・表現力」

「主体性・多様性・協働性」）を把握し、学部・学科の教育・人材育成の目的にかなう能力・

資質・意欲・適性などを判断するため、入試形態ごとに個別学力検査、大学入学共通テスト、

調査書、小論文、面接などを組み合わせて志願者の能力や資質を多面的・総合的に評価しま

す。 

 

２）先進工学部のアドミッション・ポリシー 

先進工学部は、情報リテラシーも含めた科学と工学分野におけるグリーン技術の基礎原

理を踏まえ、それらを人と社会のために活用する際に必要なデザイン思考と応用展開能力、

持続可能なグリーン社会の実現のためにグリーン IT・グリーンデバイスといった先進技術

の導入や運用を推進していく能力、論理的・創造的思考力やコミュニケーション能力を身に

つけ、異なる分野の人とも協調して課題を発見・解決に、倫理的責任を持ってあたることが

できる人材の育成を目指しています。 

先進工学科は、環境・エネルギー科学、生物資源科学、ロボット工学、モビリティ工学、

機械工学、電気電子通信工学の 6プログラムの教育体制を取っており、先進工学の目的なら

びにそれぞれのプログラムの学びに強い関心があり、これらの能力を身につけて地域や社

会で活躍したいという目標を持って主体的かつ自律的に取り組む人を受け入れます。 

 

（２）入学者選抜方法 

先進工学部先進工学科では、アドミッション・ポリシーに基づいて、表１０のような入試

区分を設け選抜を行う。 

 

表１０ 入試区分 

入試区分 入試名称 募集人員（比率） 

総合型選抜 総合型選抜試験 20 20%名（ ） 

学校推薦型選抜 学校推薦型選抜試験（指

定校制女子特別枠） 

5 5%名（ ） 

学校推薦型選抜試験（指

定校制） 

25 25%名（ ） 

学校推薦型選抜試験（公

募制） 

一般選抜 一般選抜試験（前期・後

期） 

20 20%名（ ） 
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大学入学共通テスト利用

選抜試験 

（前期・中期・後期） 

30 30名（ ％） 

特別選抜 社会人特別選抜試験（前

期・後期） 

若干名 

外国人留学生特別選抜試

験（前期・後期） 

帰国生特別選抜試験（前

期・後期） 

入学定員 100名 

 

１）総合型選抜試験 

本選抜では、情報リテラシーを含む科学・工学分野のグリーン技術に強い関心を持ち、社

会のニーズを察知する豊かな感性と対話能力を備えた人材を求める。既成概念にとらわれ

ない発想力で社会発展に貢献する意欲があり、部活動や社会活動等を通じて実りある学生

生活を望むとともに、本学部で学びたいという強い意志を持つ受験生を、多面的・総合的な

評価を通じて受け入れる。 

選抜に際しては、面接、調査書、志願者作成のエントリーシート、および授業体験の中で

課す小論文を用い、アドミッション・ポリシーとの整合性を総合的かつ多面的に評価・判定

する。評価にあたっては、調査書や小論文で「知識・技能」を、面接で「思考力・判断力・

表現力」を、調査書やエントリーシートで「主体性・多様性・協働性」を確認し、本学部の

アドミッション・ポリシーに合致する多様な資質を持った学生を適切に選抜する。 

 

２）学校推薦型選抜試験 

〇指定校制・指定校制女子特別枠 

 本選抜では、本学での教育を通じて専門的知識と技術を深く修得し、豊かな人間性を備え

た技術者を志す受験生を対象とし、所定の成績を修め学校長から推薦された専願の志願者

を募集する。 

 選抜に際しては、面接および口頭試問、調査書、推薦書、志望理由書を評価資料とする。

これらを通じて、本学部の教育理念に合致し、将来の成長が期待できる資質持った学生を選

抜する。 

 

〇公募制 

本選抜では、本学の教育内容に自身の目標を見出し、本学部に対する深い理解と明確な目

的意識を持つ人を対象とする。所定の成績を修め、学校長から推薦された志願者を広く募集

し、他大学との併願も可能な制度としている。 

選抜に際しては、面接および口頭試問、調査書、推薦書、志望理由書を評価資料として活
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用する。本学部の受け入れ方針、求める人材像との整合性を総合的かつ多面的に評価・判定

し、本学部の専門教育を享受し得る高い素養を備えた学生を総合的に選抜する。 

 

３）一般選抜試験 

本選抜では、社会に対する深い関心とグローバルな視野を持ち、本学部での教育を通じて、

グリーン技術の基礎原理に基づいた高度な応用展開能力の修得を目指す人を対象とする。 

一般選抜（前期）では「数学」を必須とし、「国語」「英語」から 1教科、さらに「情報」

「理科」「小論文」から 1教科を選択する計 3教科で評価する。一般選抜（後期）では「国

語」「数学」「英語」「理科」「情報」から 2教科を選択する。いずれの試験も、各教科の記述

式問題も含めて評価し、「論理的な思考力・判断力・表現力」を厳正に判定する。あわせて、

調査書に記載された「総合的な探究の時間」の成果や学内外での活動実績を通じ、「主体性・

多様性・協働性」を評価する。これらの多角的な評価により、先進工学を学ぶために必要な

基礎学力とともに、将来、技術者として持続可能な社会に貢献できる資質を備えた学生を総

合的に選抜する。 

 

４）大学入学共通テスト利用選抜試験 

 本選抜では、社会に対する関心とグローバルな視野を持ち、本学の教育を通じてグリーン

技術の基礎原理に基づく高度な応用展開能力の修得を目指す人を対象とする。 

選抜に際しては、「数学」1 教科 1 科目を含む大学入学共通テストの 3 教科 3 科目の得点

を用い、先進工学を学ぶために不可欠な基礎学力に加え、「思考力・判断力・表現力」を評

価する。あわせて、調査書に記載された「総合的な探究の時間」における学習成果や、学内

外での活動実績を精査し、「主体性・多様性・協働性」を持って学ぶ態度を確認する。これ

により、本学部の教育方針に適応し、将来の技術革新を担いうる多様な背景を持つ学生を総

合的に選抜する。 

 

５）社会人特別選抜試験 

本選抜では、入学時に満 23歳以上で 1年以上の就労経験を有し、実社会での経験を基盤

に、本学での教育を通じて専門的知識と技術を深化させたいという意欲を持つ、人間性豊か

な人を対象とする。 

具体的には、情報リテラシーを含む科学・工学分野のグリーン技術に強い関心を持ち、社

会のニーズを察知する豊かな感性と対話能力を備えた人材を求める。常識にとらわれない

発想力で社会発展に貢献する意志があり、社会活動や学内活動を通じて幅広い学生生活を

志向する人材を求める。 

選抜に際しては、面接、調査書、志願者作成のエントリーシート、および授業体験の中で

課す小論文を評価資料として活用する。これにより、本学部の受け入れ方針、求める人材像

との整合性を総合的かつ多面的に判定し、本学部の専門教育を享受し得る資質を備えた社

会人を適切に選抜する。 
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６）外国人留学生特別選抜試験 

本選抜では、日本国籍を有しない人を対象とし、本学での教育を通じて専門的知識と技術

を深く修得したいという明確な目標を持つ、人間性豊かな人材を対象とする。 

具体的には、情報リテラシーを含む科学・工学分野のグリーン技術に強い関心を持ち、社

会の要請を理解できる豊かな感性とコミュニケーション能力を備えた人材を求める。既成

概念にとらわれない発想力で社会発展への貢献を志し、学内での諸活動を通じて多様な背

景を持つ学生と交流し、幅広い学生生活を望む強い意志を持つ受験生を募集する。 

選抜に際しては、面接、調査書（最終学校の成績証明書）、エントリーシート、授業体験

時の小論文、および数学・国語の口頭試問を課す。これらを通じて、専門教育に耐えうる基

礎学力や論理的思考力を評価するとともに、アドミッション・ポリシーとの整合性を総合的

かつ多面的に判定する。これにより、異文化の視点を持ちつつ、日本の工学教育に順応し得

る資質を持った留学生を適切に選抜する。 

 

７）帰国生特別選抜試験 

 本選抜では、日本国籍を有し、外国の学校での教育経験を持つ人を対象とする。異文化環

境での経験を基盤に、本学での教育を通じて専門的知識と技術をより深く修得したいとい

う明確な目標を持ち、豊かな人間性を備えた人材を求める。 

具体的には、情報リテラシーを含む科学・工学分野のグリーン技術に強い関心を持ち、社

会のニーズを察知する感性と対話能力を備えた人を求める。既成概念にとらわれない柔軟

な発想力で社会発展への貢献を志し、学内での諸活動を通じて幅広い学生生活を望む、本学

部への入学意志が強い受験生を募集する。 

選抜に際しては、面接、調査書、志願者作成のエントリーシート、および授業体験の中で課

す小論文を評価資料として活用する。本学部の受け入れ方針、求める人材像との整合性を総

合的かつ多面的に判定し、本学部の教育理念に合致する資質を持った受験生を適切に選抜

する。 

 

 

１１．教育研究実施組織等の編制の考え方及び特色 

（１）教員配置の考え方 

本学科の基幹教員（主専）は、教授 20名、准教授 3名、講師 1名の計 24名で構成され、

大学設置基準を充足している。これらの教員は、募集を停止する工学部工学科の機械工学、

電気電子通信工学、生命環境科学の各コースにおいて中心的に教育研究活動を担ってきた

実績を有する。そのため、旧工学科所属時の専門分野に直結した、あるいは関連性の深い、

新たに組織される先進学科の各プログラム（環境・エネルギー科学、生物資源科学、ロボッ

ト工学、モビリティ工学、機械工学、電気電子通信工学）における専門性は適正に維持され、

教育研究機能も支障なく継続される体制である。 
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さらに、学生が学際的かつ幅広い分野を横断して学び、多様な研究テーマを選択できる環

境を整えるため、本学科所属教員は関連性の深い複数のプログラムにわたって教育および

研究指導を担当する。これにより、各専門領域の深化と、プログラム間を跨ぐ柔軟性を両立

した実践的な教育を展開する。 

「キャリア教育科目」では入学年次より修学支援担任を配置し、卒業まで一貫した学生支

援を行う。「総合教養科目」および「基盤科学科目」では、学科の枠を超えた幅広い教養と

専門教育の基礎を教授する。2年次以降のプログラム配属後に履修する「専門基礎科目」「専

門応用科目」においては、各専門分野において深い知識と豊富な経験・技術を持つ教員が授

業を担当し、高度な専門性を養成する。これにより、年次進行に合わせた体系的かつ手厚い

教育体制を構築する。 

 

（２）教育上主要と認める授業科目への基幹教員配置について 

「４．（３）主要授業科目の考え方」で述べた主要授業科目の担当教員配置については、

教育効果を最大化するため、基幹教員を中心に他学部教員や学外有識者を交えた多角的な

体制を構築している。「キャリア教育科目」のうち「キャリアデザイン I・II・III」では、

基幹教員が修学支援担任として一貫した指導を担う。一方、オムニバス形式の「科学技術概

論」や「職業倫理」では、地域的・社会的な視点を養うため、本学科の基幹教員に加え、総

合情報学部およびデザイン工学部の教員を配置し、多角的な視点から科学技術と倫理観を

教授する。 

「基盤科学科目」における「AI・データサイエンス入門」「カーボンニュートラル入門」

「デザインと技術」といった現代的課題を扱うオムニバス科目においても同様に、本学科の

基幹教員と共に各分野の専門性を有する他学部の教員を配置し、分野横断的な教育を展開

する。さらに、専門教育の基礎となる「微分」「積分」や「デザイン思考概論」には、それ

ぞれの専門家である他学部教員を配置することで、質の高い基礎教育を担保している。 

「専門基礎科目」および「専門応用科目」については、原則として本学科の基幹教員が全

科目を担当し、高度な専門性を養成する。一部の応用科目や実務的な内容を含む授業では、

教育経験豊富な他学部教員や外部の非常勤講師を適切に配置し、理論と実務の調和を図っ

ている。これにより、基礎から応用に至るまで、教育目的に即した最適な教員組織を実現し

ている。 

 

（３）教員組織の年齢構成 

本学部に所属予定の基幹教員（24 名）の年齢構成は、開設初年度となる令和 9 年 4 月時

点で 40 代 2 名、50 代 16 名、60 代以上 6 名となっている。職位別の内訳は、教授が 50 代

11 名および 60 代 5 名、准教授が 40代 2 名および 50 代 1名、講師が 60代 1 名である。完

成年度の令和 12 年度時点では、40 代 1 名、50 代 9 名、60 代以上 14 名となる見込みであ

る。教員の定年は規程により 65歳と定めているが、定年規程及び定年退職者の再雇用に関

する規程【資料５】 により、要件を満たせば最長 70歳まで嘱託教員として継続雇用が可能
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である。完成年度までに定年を迎える教員に関しても、この規程により嘱託教員として教育

研究に従事する予定である。 

現在、所属教員の多くは博士の学位を有し、豊富な教育・研究実績を積んだ世代が中心と

なっている。このため、開設初期より質の高い専門教育を安定して提供することが可能であ

る。今後は、計画的な若手教員の採用を進めることで、組織の継続性を担保し、時代の変化

に即応できる柔軟な教員組織の構築に取り組んでいく予定である。 

 

 

１２. 研究実施についての考え方，体制，取組 

（１）研究の実施についての考え方，体制 

本学の研究理念は、学則第１章第 1条において「『良き技術は、良き人格から生まれ

る』を教育理念とし、学際的知識と専門学術を教授研究することで、人類の幸福、科学技

術の振興、文化の創造、そして地域社会の発展に寄与すること」と定義されている。特に

第 2項では、北東北を主とした地域社会の発展に資する「地域とともにある大学」として

の役割を明確に掲げている。 

現在、北東北地域は深刻な人口減少による労働力不足という構造的課題に直面してお

り、地域産業の競争力強化は喫緊の課題である。本学部では、これに対し「エネルギー・

産業・海洋」という地域の強みを最大限に活用した研究を展開する。「環境・エネルギー

科学」「生物資源科学」「ロボット工学」「モビリティ工学」「機械工学」「電気電子通信工

学」の 6領域を軸に、グリーンテクノロジーによる環境問題の解決や、産業構造の高度化

を通じた労働力不足の解消に貢献し、持続可能な地域社会の実現に向けた研究を推進す

る。 

研究体制については、従来の各専門領域の専任教員が持つ研究の独立性を尊重しつつ、

研究室単位での個別運営体制を見直す。学科内の垣根を低くした共同的な研究体制や、個

室から大部屋での研究スペースの共有へと移行することで、領域横断的な連携を深化させ

る。これにより、既存の枠組みを超えた新たな学際的分野の開拓を推進し、多様な専門領

域が融合する教育研究環境を構築する。 

さらに、学内組織である社会連携・研究推進部との連携のもと、外部資金の獲得や研究

成果の積極的な発信を強化する。加えて、地域社会や企業との共同研究を推進し、研究成

果の社会実装を通じて、地域社会の持続的な発展に実質的に寄与する組織的な研究体制を

構築する。 

 

（２）技術職員による教育研究支援 

これまで技術職員は、旧工学部の各コース（機械工学、電気電子通信工学、システム情

報工学、生命環境科学、建築・土木工学）に所属し、限定的な範囲で教育・研究支援を担

ってきた。改組後は、これらを集約して全学的な一元管理体制へと移行する予定である。
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これにより、各技術職員が培ってきた専門スキルや得意分野を、特定の領域に縛られるこ

となく先進工学分野全体で柔軟に活用できる体制を構築する。 

この一元化により、各プログラムや教員のニーズに応じた最適な人員配置と効果的な支

援が可能となる。技術職員の専門性がより広範な教育・研究活動に還元されることで、研

究成果の最大化に寄与するとともに、組織としての支援機能の最適化と質の向上を図る。 

 

 

１３．施設，設備等の整備計画 

（１）校地，運動場の整備計画 

18 本学は校地全体で約 万㎡の面積があり、収容定員に対して広大なキャンパスを有

している。校地内には教育研究を行う上で必要となる校舎が集約され、事務的な機能を

担う１号館を中心に、教養教育を担う１～３号館及び専門教育を担う４～１０号館が

効率的に配置されている。ざらに、グラウンドや野球場、サッカー場、テニスコート等

の運動場も十分に整備されている。 

 

（２）校舎等施設の整備計画 

 新たに設置する３学部３学科において必要な教室、実習・実験設備、研究室等の校舎・

施設規模は、各学部において、廃止する工学部工学科（感性デザイン学部感性デザイン

1/3学科）の 程度であり、授業時間数にも大幅な増加はないことから既存の施設を利用

することで、十分に確保できている。先進工学部では専門棟として主に５号館、９号館

および１０号館を利用する。 

PC PCは全学生が必携となっており、 を活用した授業、学生のプレゼンテーション

資料やレポート作成等のために、各教室の電源や校内の無線ネットワーク環境が整備

されている。また、実験や実習、アクティブ・ラーニングを取り入れた授業を広く展開

しており、実験室や実習室、製図室、実験装置・設備等も十分に整備されている。校舎

内には、自習室等の各種自主学習環境が十分に配置され、図書館、食堂、売店等の学修

環境及び休息可能な環境も適切に整備されている。 

 

１）専門棟改修及びイノベーション拠点整備計画 

2特に、今回の改組に伴い、専門棟 階を集中的に改修し、学生の創造性を形にするた

めの「学生用オープンスペース」と「イノベーション拠点（ラボ）」を整備する。オー

プンスペースは、目的に合わせ自由に使用できる、開放感あふれる交流の場とし、講義

室や自習スペース、ミーティングスペースを設置、学生が快適かつ学修に集中できる環

境を整備する。 

イノベーション拠点は、学生主導の挑戦を支える複数のラボ（工房）で構成する。「つ

くってみたい」という学生の意欲を具現化するため、工作・実験・研究が可能な、部室

6と工房の機能を兼ね備えた空間とする。本学部の つのプログラムが持つ知見を融合
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AIし、個人やチームによる短期・長期のプロジェクトを支援することで、 では代替不 

可能な「創造力」と「社会への実装力」を磨く、先進工学部の象徴的空間として運用す

る。 

 

２）研究環境整備計画 

3専門棟 階には教員および学生の研究室を集約し、緊密なコミュニケーションのも

とで研究を行うための環境を整備する。従来の個室単位から大部屋による研究スペー

スの共有へと移行し、専門分野や研究室間の垣根を低くすることで、共同的な研究体制

や領域横断的な連携を深化させる。異なる専門分野やプログラムに属する教員、学生同

士の多様な知を融合し、新たな価値を創造する研究拠点として運用する。それにより、

学生が生み出す独創的な研究シーズを組織的に育成し、その成果を地域社会へ還元す

る循環を、施設面からも強力に促進する 

 

（３）図書等の資料及び図書館の整備計画 

 １） 図書等の整備計画 

本学は工業系の大学であり、図書館における工学関係の書籍資料は極めて充実して

いる。これらの書籍類は、廃止する工学部から引き継がれ、新たに設置する３学部３学

科においても利用できる。また、性格上求められる工学関係の資料についても、３学部

３学科に関係する参考図書を中心に、常に学生が利用可能な状況にある。 

図書館で選書する書籍とは別に、各学部の教員が推薦する参考図書を整備する予算

を確保し、毎年執行することで各学部の教育・研究に必要な参考図書を継続的に整備し

ている。今後も大学図書館において、年間で３学部計 300 冊程度の関連リファレンス

図書資料の整備を予定している。 

 

２）電子ジャーナル等の整備計画 

デジタルデータベースとして国立国会図書館デジタルコレクション、CiNii、Webcat 

Plus、Science Direct、Taylor & Francis Online が稼働中である。このうち、Science 

Direct については学内向けに複写サービスを提供している。また、Taylor & Francis 

Online 3 ( / / )では理工学系 分野 化学 物理学 数学・統計学 のうち 124 タイトルのバックフ

ァイル(1996 )年以前 で全文アクセスが可能である。 

 

３）図書館機能の適切性 

本学における図書施設の総面積は 1,853 ㎡であり、各種閲覧室、書庫、多目的ホール

5等の施設がこれに含まれている。図書館の開館時間は、 校時の授業終了後の利用を考

慮し、授業日の週日については 8:40～20:00 を原則としている。授業の行われない週日

8:40は、 ～17:00 の開館である。大学の休日については、土曜日の 10:00～17:00 を開

館時間としている他、試験週間の前週からは日曜日も 10:00～17:00 に開館している。 
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13大学図書館の収蔵資料は、図書約 万冊、視聴覚資料約 5,680 点に及ぶ。各種閲覧

室の合計スペースは 955 ㎡（164 席）であり、このうちリファレンスルームには 325

94㎡（ 席）が充てられている。検索システムは OPAC のほか、八戸工業大学学術リポ

ジトリ、国立国会図書館デジタルコレクション、CiNii、Webcat Plus、Science Direct

が稼働しており、十分な利便性を提供できている。工学部での学習に対する親和性が特

に高い書籍の蔵書数は 54,325 冊にのぼり、汎用性と専門性のいずれも高いリファレン

ス環境となっている。 

蔵書の質と量、閲覧室といったハード面はもちろん、開館時間や検索方法等のソフト

面でも図書関係のシステムは、本学科の学生にとって十分な利便性がある。 

 

４）他大学図書館との協力 

〇八戸学院図書館との連携・協力に関する協定 

八戸学院図書館と本学図書館の連携・協力に関する協定を締結しており、所蔵する情

報資源の有効な相互利用を図る等、図書館活動に関する幅広い連携・協力を行い、両館

利用者へのサービスの向上と地域の発展等に寄与することとしている。 

 

〇青森県立図書館との連携・協力に関する協定 

青森県立図書館と本学図書館の連携・協力に関する協定を締結しており、所蔵する情

報資源の有効な相互利用を図る等、図書館活動に関する幅広い連携・協力を行い、両館

利用者へのサービスの向上と地域の発展等に寄与することとしている。 

 

〇青森県高等教育機関図書館協議会 

 青森県内の国公私立大・短大、高専の高等教育機関の図書館で構成されている。 

総会は年に１回開催されており、図書館関係教職員が一同に会し、交流を深めている。 

日々の業務の中で、各館が抱えている疑問点・相談への意見および対処方法を述べ合

う等、情報交換や相互協力、それ以外の情報の収集、意見交換等が行え、そこで得た知

識・手法等を今後の図書館運営に役立たせることができるものである。 

また、図書館職員の資質向上をはかるため、研修会も年に１度開催している。内容は

実践的であり、同様にそこで得た知見等を、今後の図書館業務に役立たせることができ

るものである。 

 

〇東北地区大学図書館協議会総会 

東北地区の大学図書館関係教職員が一同に会して開催される。 

 総会後に、国立・公立・私立の３つに分かれて分化会が行われる。本館は私立部会に

出席している。各分会ともに、隔年ごとに各図書館の近況報告が行われる。時間的制約

もあり、意見交換等はできないが、東北地区の大学の図書館の流れ、図書館が抱えてい

る悩み等の情報の収集や交換が行える。 
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また、記念講演会では中央から講師を招へいするので、全国的な大学図書館の流れ、

最新の図書館事情等の情報を掴むことができ、今後の図書館業務に役立たせることが

できるものである。規模が大きいため、交流という点では、なかなか難しいものがある。 

また、図書館職員の資質向上をはかるため、研修会も年に１度開催している。内容は

実践的であり、同様にそこで得た知見等を今後の図書館業務に役立たせることができ

るものである。 

 

〇私立大学図書館協議会東北地区部会 

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、埼玉

県、東京都に設置されている私立大学 270 校で構成されている。私立大学図書館協会

は、大学図書館の改善発展を図ることを目的とし、これに関する調査・研究及びその成

果の刊行、研究会・講演会等の開催、機関誌の刊行、対外関係活動等の諸事業を行って

 おり、 私立大学の約９割が加盟している。 

 

〇相互協力 

 他大学や公的図書館等に所蔵している図書借受の要望があった場合は、図書館が窓

口となり、連絡を行って借受手続きを行っている。 

 また、他大学や公的図書館等から貸出依頼があった場合も、手続きを行って貸し出し

ている。 

相互協力を行い、各図書館と連携を深めていきたい。 

また、教員が他機関の図書館を利用する場合、紹介状等が必要な場合は、作成してい

る。 

 

１４． 管理運営  

本学において、学長は、教授会や部長会・専攻主任会、教育研究予算委員会、教育改革

委員会、入学試験委員会、自己点検・評価運営委員会、社会連携学術推進委員会、教員選

考会議などの重要な協議・審議機関を統括するとともに、大学教職員を統督して、大学の

意思決定と教学マネジメントにおいて適切なリーダーシップを確立・発揮して大学運営

を行っている。 

また、教学マネジメントにおける学長が適切なリーダーシップを発揮できるように、学

長を補佐する役割として、２名の学長補佐を置いている。さらに、運営業務実施組織と教

育研究実施組織との連携を効率的に行うために、学長の下に部長会と専攻主任会を置き、

学長補佐及び各部局長が教学及び学生支援等校務に関する諸事項を協議・検討・調整しつ

つ運営を行なっている。以上のように、学長がリーダーシップを発揮するための適切な補

佐体制が整備されている。学長補佐や各部局長の位置付けと役割も明確であり、機能して

いる。学長が、教育研究に関する重要事項について意思決定を行うにあたり意見を聴く場

として、教授会・工学研究科委員会が設置され、月１回程度開催されている。教授会は学
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61 62則第 条及び第 条、並びに教授会規則により、構成や運営・位置付け・役割が明確

に定められている。本学の教授会は、助教以上の全教員が構成員となっており、学則第 62

条に定められた「学生の入学、卒業」と「学位の授与」の他に、教授会の意見を聴くこと

を必要とする事項については、「学長が八戸工業大学教授会から意見を聴く事項」が定め

られている。大学院に関しても同様に、「学長が八戸工業大学大学院工学研究科委員会か

ら意見を聴く事項」が定められている。 

教授会の下には、必要に応じて各種委員会が設置されている。各種委員会の多くは、教

育・学生支援部長や入試部長などの運営業務実施組織の長が委員長を務める一方、学科等

の教育研究実施組織から代表者１名程度が選出され、運営されている。事務職員も各委員

会に参画しており、適材適所の教職協働体制が整っている。 

 

・広報室の新設と学生確保戦略 

また、北東北の深刻な少子化や高校生の理工系離れに対応し、技術系人材を地域へ持続

的に供給するため、学長直轄組織として「広報室」を新設した。これまでの入試部中心の

活動から脱却し、全学的な広報・入試戦略の企画運営を一元化することで、安定的な学生

確保と教学体制の維持を図る。 

広報室では、学生募集に関する調査・分析に基づいた立案・実施に加え、社会連携・研

究推進部との緊密な連携を図り、教育研究活動全般を戦略的に発信することで、地学連携

を推進する。これにより、志願者確保のみならず、地域社会との循環型連携を施設・組織

の両面から促進する体制を構築する。 
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１５． 自己点検・評価 

本学は、大学院学則第２条ならびに学則第２条において、その教育研究水準の向上を図

り、前条の教育理念や目的及び社会的使命を達成するため、教育研究活動等の状況につい

て自ら点検及び評価を行うことを定めている。この規定に基づき、「八戸工業大学自己点

検・評価取扱要綱」を定め、以下の体制・方法により内部質保証を推進している。 

１）実施体制 

学長を委員長とした「自己点検・評価運営委員会」が、全学的な基本方針および評価基

準の策定、実施の統括を担う。その実務組織として、教職員からなる「自己点検・評価専

門委員会」を置き、具体的な点検・評価項目に基づいた分析・検討および報告書の作成を

行っている。また、学校法人八戸工業大学には内部監査室が設置されており、学校法人事

務局による点検（教学監査）も実施されている。これらにより、大学独自の点検活動と法

人による監査が重層的に機能する体制を構築している。 

２）実施方法および点検時期 

現在、本学では中長期目標･基本計画 HIT Grand Design 55 30（平成 年４月制定、令

和５年４月改定）を基本計画として、各学科・部局で教育研究活動を実施しており、内部

質保証を実効的なものとするため、以下の３つのレベルにおいて PDCA サイクルを機能

させ、定期的な点検・評価を実施している。 

機関レベル（大学全体）：本学の中長期目標・基本計画「HIT Grand Design 55」の達

18成状況について、毎年１回、進捗状況の点検評価を実施している。また、平成 年度よ

り７年に１度、公益財団法人日本高等教育評価機構（JIHEE）の認証評価を受審し、認証

大学の意思決定に関する組織図

　　教育改革専門委員会

点検評価・ＩＲ分室
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されている。 

教育課程レベル（学部・学科）：各学科の教育プログラムおよび改善状況について、６

年以内ごとに点検・評価を行い、教育の質の向上を図っている。 

FD授業レベル：学生による授業評価アンケートや （Faculty Development）活動を通

じ、各教員が毎年度の授業改善に向けた自律的な点検を行っている。 

３）結果の活用および公表 

自己点検・評価の結果は、学内の諸会議を通じて教職員間で共有するとともに、適切な

フィードバックを行うことで次年度の事業計画や改善施策に反映させている。あわせて、

結果を本学ウェブサイト等で広く公表し、社会に対する説明責任を果たすとともに、定期

的な認証評価の受審や外部評価委員会による検証を通じて、教育研究活動の継続的な質

向上に努めている。 

 

１６．情報の公表 

教育情報、大学等における修学の支援に関する法律に基づく情報公開、公的研究費及び

研究活動の適正確保、危機対応フローチャート、八戸工業大学ガバナンスコード、大学評

IR価（自己点検・外部評価）、 活動等の公開すべき情報は、大学ホームページの「情報公

開」にまとめている。（URL：https://www.hi-tech.ac.jp/disclose） 

また、学校教育法施行規則第 172 2条の に基づき公表すべき教育研究活動等の状況は、

大学ホームページの「教育情報の公開」にまとめて公表している。（URL：https://www.hi-

tech.ac.jp/article_172_2/） 

 ア 大学の教育研究上の目的に関すること 

 イ 教育研究上の基本組織に関すること 

 ウ 教員組織，教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

 エ 入学者に関する受入れ方針及び入学者の選抜に関すること 

 オ 入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒業又は修了した者の数、進学者数

及び就職者数その他進学及び就職等の状況並びに外国人留学生の数に関すること 

 カ 教育課程の編成及び実施に関する方針及び授業科目、授業の方法及び内容並びに年

間の授業の計画に関すること 

 キ 卒業又は修了の認定に関する方針及び学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の

認定に当たっての基準に関すること 

 ク 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

 ケ 授業料，入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

 コ 大学が行う学生の修学，進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

 サ その他（中長期計画、自己点検・評価等、国際交流・社会貢献等の概要） 

 

１７． 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

 全学的に教育改善を推進するため部長会構成員を中心とした教育改革委員会を設置し
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ている。この委員会の下部組織として設置されている教育改革専門委員会において教育

課程、教育内容及び教育方法の改善について協議している。本専門委員会には各部局の教

務委員が加わっており、これらの協議結果は教務委員を通じて各部局に還元される。また、

FD教育改革に係る重要事項については、教育改革委員会で審議される。なお、 活動、SD

活動も計画的に実施し、継続的に教職員の能力及び資質向上を図っている。 

 

FD（１） 活動 

FD 活動として教育改善に関するシンポジウム等が年２回程度行なわれ、遠隔授業、

e-アクティブ・ラーニング、 ラーニング、ラーニング・ポートフォリオ等について意見

交換が行なわれ、教育改善に役立てている。 

 また、教務委員会が中心となって、各教員の担当する全科目について学生による授業

FD評価アンケートを実施しており、教員の資質・能力向上を図っている。 活動の一環

としてこの授業評価アンケート結果の教員側と学生側の項目に対して自己評価を総括

表（共通様式）に記入し、必要に応じて改善計画も検討するとともに、次年度シラバス

を見直すこととしている。 

 加えて、教員個人の代表的な科目について、具体的な教育実践、教育手法、成績評価

（テスト、ルーブリック）、理解度・達成度、教育改善等の事例をティーチング・ポー

トフォリオとして記録する。これらの情報は全学的に蓄積・共有し、学科内でのさらな

る改善活動に活用する。 

 

SD（２） 活動 

SD 大学内に 委員会を設置し、研修の内容を検討し実施する体制を整えており、計画

SD的な 研修会等を企画・運営している。法人内研修としては大学を中心とした法人全

体の運営に関わる職員の資質・能力向上への取組みとして、大学及び設置校の教職員役

員を対象に、総務部主催の研修会を開催している。また、日本私立大学協会東北支部事

務研修会を始めとした外部の説明会や研修会にも、担当業務や経験年数等に応じて積

極的に参加して職員の能力向上に努めるとともに、研修内容の一部は職員間で情報共

有を図っている。さらに、その時々の研修ニーズに応じて若手教職員や女性教職員を対

象とした研修会を開催して資質向上を図っている。研修会実施後には適宜アンケート

を実施して、研修テーマの選定や運営方法の改善に生かしている。 

 また、教職員の資質能力の向上及び学校組織の活性化を図ることを主な目的とした

人材育成・評価制度を制定し実施している。 

 

１８． 社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

（１）教育課程内の取り組みについて 

1 1必修科目としてキャリアデザインⅠ・Ⅱ・Ⅲを ～３学年に配置し、 学年から段階

的にキャリア教育を行っている。 
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キャリアデザインⅠでは、高校から大学生活への円滑な移行を図るため、自分の個性

を理解する適性試験、将来の進路を考える手がかりとなるキャリアプランニング等を

行い、職業への理解や就職までに心がける事項に関するヒントを学び、大学で自ら必要

な情報を入手し、行動を起こして学修を進める能力を身につける。 

キャリアデザインⅡでは、学科・プログラムに関連した専門教育や資格取得、業界・

就職先等の説明・研究、上級学生によるインターンシップ・就職活動報告会、就職後に

必要となる力とその磨き方に関するキャリアプランニング等を行い、専門教育を学ぶ

目的を理解し、将来の進路決定に向けて就職意識を高め、自ら行動を起こして学修を進

める能力を育てる。 

キャリアデザインⅢでは、就職ガイダンスや業界研究方法および業界情報に関する

就職講演会などを通じて、将来の進路に対する自分の考え、目標達成のための方法・行

動のあり方を明確化し、進学や就職活動の計画を立てることを期待する。就職懇談会、

SPIエントリーシート・履歴書指導、面接対策講座や一般教養・ の模擬試験などを通し

て、実践的な就職活動の準備に取り組み必要なスキルを高める。 

3インターンシップは正課（選択科目）として配置し、原則として 学年の夏季休業期

間中に実施することとしている。 

 

（２）教育課程外の取り組みについて 

本学ではこれまで年に複数回の企業研究会や学内合同就職説明会（就職懇談会）を実

施し、学生が多くの企業との面談を行う機会を設けている。本説明会での説明、面談を

きっかけに採用試験を受けた学生の多くが内定を得る等、重要な支援行事となってい

る。 

SPIまた、エントリーシート・履歴書指導、面接対策講座や一般教養・ の模擬試験等

を実施し、実践的な就職活動の準備に取り組み必要なスキルを高めるようにしている。 

設置される先進工学科でも同様の取り組みを実施することとしている。 

 

（３）適切な体制の整備について 

学生へのキャリア教育・支援は、主に教育・学生支援部が中心となり、全学的には教

務委員会や就職委員会で検討され、計画的に実施される。また、学生からの相談や指導

には教育・学生支援部キャリア支援チームのほか、学科内の修学支援担任・就職委員・

所属研究室の教員等が対応しており、学生の要望を丁寧に聞くとともに、就職活動状況

等の情報を共有し、適切な就職支援を実施する。 
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